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研究成果の概要（和文）：所得税制が課税単位を家族とするか個人とするかは、非就労パートナーの就労の選択
にとって重要である。家族単位制度は、非就労パートナーの就労を阻止する効果を持つ。オランダでは、家族単
位制度と個人単位制度との混合システムが使用されており、所得税のパートナー選択制度の導入により、より多
くの人々がパートナーとみなされているため、以前よりも家族単位によって課税される傾向にある。非就労パー
トナーおよび就労パートナーに対して中立的な税制を構築するには、課税単位に対する政治的合意が必要である
が、それは家族に対する価値観によることから、合意が難しいといった問題がある。

研究成果の概要（英文）：Whether income tax system uses family or individuals as taxable units is 
important to the choice of working for non-working "partners". The family unit system may have the 
effect of blocking to start working of non-working partners. In the Netherlands, a mixed system: 
partly family taxation and partly individual taxation is used. With the introduction of the option 
to be a partner for income tax purposes, more people are considered partners and are partially taxed
 as families than before. Building a neutral tax system for non-working partners and working 
partners requires a political agreement on taxable units, however it depends on the values for 
families. 
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
オランダでは、パートナーの概念が拡大しつつあるが、所得税が家族単位制度を採用していることから、非就労
パートナーにとっては非就労のインセンティブとなり、就労を阻害することが明らかにされた。QOLやSDGsの観
点からコンパクト・シティ、環境、住宅、ICT活用に関する日蘭の比較研究を行ったところ、税のインセンティ
ブが、雇用、住政策、環境政策に対して一定の効果を与える一方、企業に対する国家補助の問題や、世代間の不
公平を招来する一因にもなっていることが示された。人口減少に伴う都市の縮減に対しては、税のインセンティ
ブ誘導措置よりも規制的手法が効果的であるとの知見が得られた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
少子高齢化社会において,女性の就労が一層必要とされる。今日では,女性の社会参加等が進み,
共働き世帯になる等人々の生き方が多様化している一方で働き方や子育て支援などの社会的基
盤は必ずしもこうした変化に対応したものとなっていない。わが国ではこれまで少なからず女
性の就労を促進するような税制が導入されてきたが,配偶者控除等,課題が少なくない。 
少子高齢化社会の到来とともに, 国際的に,ワーク・ライフ・バランスヘの関心が高まってい   
る。ワーク・ライフ・バランスとは,労働者の仕事と生活のバランスであり,フランスでは,2014 年
7 月,女性の権利,ジェンダー平等についての初めての枠組み法律である「女性と男性の実質的平
等法」が可決された。仕事や家庭など未だ社会の至るところに存在する女性と男性間の不平等の
根絶に全面的に取り組もうとしている。わが国は 2007 年に「ワーク・ライフ・バランス憲章」
を策定し,「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き,仕事上の責任を果たすととも
に,家庭や地域生活などにおいても,子育て期,中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生
き方が選択・実現できる社会」を目指している。少子高齢化社会では,社会保障費の抑制等から
もワーク・ライフ・バランスが必要であるところ,わが国では,もっぱら雇用主である法人に対す
る助成が中心であることや,財源には限界があることからワーク・ライフ・バランスの進展が遅
れている。もっとも,ワーク・ライフ・バランスは,離婚時の財産分与,子どもの親権,相続分野の男
女不平等等多くの家族法の問題を抱えている。介護におけるワーク・ライフ・バランスの促進の
ためには,寄与分等相続に関する問題や家庭内の資産移転をも考慮する必要があり,離婚による
財産分与や教育的資金の贈与が新たな教育格差を生み出さないか等の問題についても検討する
必要がある。さらに,個人の所得税の税額控除を通じた経済的インセンティブを付与することで
ワーク・ライフ・バランスを促進するような制度設計をするとともに,働き方に中立的な税・社
会保障制度改革を行なう必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究は,「ワーク・ライフ・バランスを促進するための租税政策と家族法」を問題意識の中核
に据え,ワーク・ライフ・バランスの促進について,家族法の改正を視野に入れつつ所得税や相続
税・贈与税の課税のあり方について研究を行い,ワーク・ライフ・バランスに関連してクオリテ
ィ・オブ・ライフ（QOL）の観点から租税法や家族法だけでなく,多面的な研究を行なう。税の
インセンティブが文化政策,都市計画,住政策,環境政策に与える影響について,日蘭の比較研究を
行なう。 
 
３．研究の方法 
本研究では,ワーク・ライフ・バランスに関連してクオリティ・オブ・ライフの観点から租税法
や家族法だけでなく,多面的な研究を行なった。税のインセンティブが文化政策,都市計画,住政策,
環境に与える影響について,日蘭の比較研究を行なった。また,租税法領域と私法領域との交錯に
重点を置き,この問題に先駆的に取り組んでいる日本およびオランダの研究者との共同研究を行
なった。 
研究代表者は 2016 年にデルフト工科大学,エラスムス大学ロッテルダムに赴き,オランダの研
究協力者達とワーク・ライフ・バランスに関する学際的なミーティングを行い,オランダの資料
の収集,特に,オランダの租税法のみならず都市計画法や他分野からの最新の情報提供を受けた。 
オランダでの学際的なミーティングに参加した研究協力者に加え,日本の研究者の協力を得て,
ワーク・ライフ・バランスを包含する,クオリティ・オブ・ライフをテーマに研究報告書を作成
する企画に発展させた。 

2017 年には,エラスムス大学ロッテルダムの Sigrid Hemels 教授を日本に招聘して共同セミ
ナーを開催し,研究内容について報告を行った。 

2016 年から 2019 年にかけて日蘭の研究者達が研究成果を英文にてとりまとめたが,その際,
ワーク・ライフ・バランス,クオリティ・オブ・ライフを包摂する概念として,持続可能な開発目
標（SDGs：Sustainable Development Goals）の視点から,最終的に研究成果全体をとりまとめ,
書籍にまとめた。 
 
４．研究成果 
（１）ワーク・ライフ・バランスとジェンダーと所得税の問題 
人口減少時代において,少子化による労働力減少に対応し,また,少子化の流れを変えるために
は仕事と子育ての両立が困難な現在の構造を変革していくことが求められている。「ワーク・ラ
イフ・バランスの実現を目指した働き方の改革」は,労働力減少や人口減少そのものを回避する
ために有効であると考えられる。ジェンダー平等は基本的人権であり,労働市場にアクセスする
際に女性が直面する構造的障壁を取り除くことが重要である。 
オランダでは,2000 年の労働時間調整法の改正により,パートタイムとフルタイムとの差をな
くし,子育て支援およびワーク・ライフ・バランスが推進され,2001 年の税制改正で所得控除か
ら税額控除へ転換し,雇用を促進するような経済的インセンティブを付与したことから,実際に,
女性の雇用が増加した。 
他方,オランダでは,既婚女性は法律上,行為無能力者として扱われてきた沿革から,経済的に
も無能力者として扱われ,自らの所得があっても,課税上,納税義務者とされてこなかった。所得



税の課税単位については,現在でも,依然として部分的に家族課税と個人課税の混合システムが
適用されている。また,片稼ぎ夫婦に対しては所得税額控除の夫婦間の移転を通じて所得税が軽
減されており,それは課税上のパートナー（同性婚等のパートナー）にも認められている。この
制度は働く女性の所得税の負担に悪影響を及ぼす。片稼ぎ夫婦と共稼ぎ夫婦の税負担の問題は
２分２乗方式によって解決されると考えられる。わが国の配偶者控除を取り巻く状況と同様,オ
ランダでも働き方に中立的な所得課税の構築が必要とされているが,政治的な合意は難しいとさ
れている。 
 
（２）ワーク・ライフ・バランスとジェンダーと相続税の問題 
 ワーク・ライフ・バランスの前提として,ジェンダーや家族,相続といった問題を明らかにする
必要がある。相続や離婚に関する課題について,家族法と租税法の視点から研究を行い,日蘭の
相続税における配偶者の問題について比較を行なった。 
わが国では,2016 年に渋谷区が LGBT の条例を制定したが,今後は LGBT の夫婦財産契約が重要
な課題となる。 
「配偶者」に対して,わが国もオランダも相続税の優遇措置を講じている。オランダでは,課税
上の配偶者を定義し,法律婚における配偶者のみならず,同性婚や一定の事実婚のパートナーを
も課税上の配偶者として扱い,相続税の優遇措置の適用を認めている。ただし,課税上のパート
ナーの適格要件に相互扶助義務を課している。他方,婚姻も登録もせず,課税上のパートナーの
適用要件を満たさないカップルについては,配偶者の相続税の優遇措置の適用はない。オランダ
では,課税上のパートナーに対して相続税の優遇措置を認めることで,相続税の租税回避を目的
とした婚姻または同居契約を締結することが懸念されている。また,相互扶助義務を課すことで
オランダでは,配偶者やパートナーをインフォーマルなケアの担い手として誘導しているとも考
えられる。 
 
（３）ワーク・ライフ・バランスだけでなくクオリティ・オブ・ライフを実現するための政策 
本研究では,ワーク・ライフ・バランスに関連してクオリティ・オブ・ライフの観点から租税
法や家族法だけでなく,多面的な研究を行なった。研究にあたって,オランダの研究者ならびに
日本の研究協力者と文化政策,コンパクト・シティ,環境政策,住宅政策,ICT 活用に関する共同
研究を行った。 
税のインセンティブが文化政策,都市計画,住政策,環境政策に与える影響について,日蘭の比
較研究を行なったところ,オランダでは政策実現のために税のインセンティブが用いられている
が,企業に対する国家補助の問題や,世代間の不公平を招来する一因にもなっていることが判明
した。 
人口減少に伴う都市の縮減に対しては,オランダでは税のインセンティブよりも規制的手法が
用いられているが,わが国では,規制的手法ではなく,税制も含めて緩やかな誘導措置が講じられ
ている。しかし,こうした緩やかな誘導によって政策的な効果が得られるかは疑問である。  
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